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議題項目 1. 開会 

1. 生態学的関連種作業部会（ERSWG）の独立議長であるアレキサンダー・
モリソン氏は、参加者を歓迎するとともに、会合を開会した。 

2. 各代表団は会合への参加者を紹介した。会合の参加者リストは別紙 1の
とおりである。 

3. ニュージーランドは、参加者のニュージーランドへの来訪を歓迎し、開
会の挨拶を述べた。 

 

1.1. 議題の採択 

4. 議題は、別紙 2のとおり採択された。 

 

1.2. 文書リストの採択 

5. 会合に提出された文書のリストは別紙 3のとおりである。議長は、一部
の文書が締切期日後に提出されたことを指摘した。会合は、これらの提

出が遅れた文書を受け入れることに合意した。 

 

1.3. ラポルツアーの任命 

6. オーストラリア及びニュージーランドは、議題項目 5、6.3及び 6.4のラ
ポルツアーとなることを志願した。事務局が会合の残りの部分のラポル

ツアーを務めることとなった。 

 

議題項目 2. 年次報告 

2.1. メンバー 

7. ほとんどのメンバーから年次報告書が提出され、メンバーは他のメンバ
ー及びオブザーバーから提起された明確化のための質問に回答した。欧

州連合は、会合に年次報告書を提出しなかった。 

8. 議論の中で提起された主な事項は以下のような点であった。 

• 船団間の混獲率に大きな違いがあった。参加者は、こうした違いが生
じた理由（海域及び時期の違いによる効果を含む）を特定するための

共同分析が必要であることに合意した。 



 

• 混獲に関して一部のメンバーから詳細な報告がなされたことに対し
て、会合はこれに感謝するとともに、非常に有益であるとした。 

• 一部のメンバーは、報告書において総死亡数の推定値を提示しなかっ
た。これらのメンバーは、推定値を提示するには不確実性が高すぎる

ものと判断したと説明した。これに関連するテンプレート上の表で

は、メンバーの標準的な総死亡数の推定値が表中の他の部分から生成

されるようにデザインされていることが留意された。報告テンプレー

トの修正が必要とされる場合には、さらなる議論が必要である。 

• はえ縄船団による一部の操業は非常に長時間にわたり、夜間に投縄を
開始しても夜明けまでに完了しない場合があることが明確にされた。

このことは、使用した混獲緩和措置の組合せと、これらをどうやって

報告するのかについて影響を及ぼす。また長時間にわたる操業によ

り、オブザーバーが休息することなしに操業全体を観察することがで

きないという問題も生じる。正確な BPUEを得るためには、観察鈎針
数は揚縄時に観察された鈎針数（投縄時の総鈎針数ではなく）をベー

スとすべきである。 

• 漁業者が使用した混獲緩和措置に関して、メンバーが収集した情報の
詳細さの度合いについての議論があった。一部のメンバーは、現在は

非常に詳細な情報がオブザーバーによって収集されていると述べ、ま

た一部のメンバーは漁業者に対して使用した緩和措置をログブックに

記録するよう義務付けているとした。 

9. インドネシア及び南アフリカは会合に出席することができなかったこと
から、提出された両国の報告書に対する明確化のための質問又はコメン

トを事務局から関係国に伝達することとされた。これらの報告書に関す

る議論は以下のようなものであった。 

• 近年の南アフリカにおいては 3つの海鳥混獲緩和措置の全ての使用率
が非常に高くなっており、海鳥死亡率の 90 % 削減につながっているこ
とが指摘された。3つ全ての措置の使用は義務であるのかどうかにつ
いて、南アフリカからの明確化が求められた。 

• また、2011年以降、南アフリカは国内船団に対してオブザーバー計画
を実施していないことが指摘され、南アフリカが SBTに関する国内オ
ブザーバー計画を早期に復活させることが期待された。 

• メンバーは、SBT海域において多数のインドネシア船舶が操業してお
り、かつオブザーバーカバー率が非常に低い（2015年は 1 % 未満）こ
とに留意した。 

• インドネシアに対し、同国の年次報告書の表 3（特に観察された死亡
率について用いられている単位）に関する明確化が求められた。 

 

2.2. 協力的非加盟国 

10. フィリピンは、会合に対して年次報告書を提出しなかった。 

 



 

議題項目 3. ERS 作業部会に関連する他の機関の会合報告書及び／又は
結果 

11. バードライフ・インターナショナルは、2015-2016年におけるアホウドリ
類に関する同機関の作業に関する概要（CCSBT-ERS/1703/19）を説明し
た。本文書では、5つのまぐろ類 RFMO（tRFMO）による混獲及び生態
系作業部会への参加、7か国におけるアホウドリ・タスクフォースの継
続、海鳥混獲緩和措置の実施に向けて様々なマグロ船団を支援するため

の多岐にわたる活動、アホウドリ及びミズナギドリ追跡データベースの

継続、及び種同定関連の多数の活動について説明した。 

12. またバードライフは、会合に対し、ERSWG 11 からの要請を受けて GEF
公海プロジェクトの一環として取り組んできた CCSBTの SMMTG1

の成

果及び ERSWG 11による勧告に関する最新情報を提供した。内容として
は、特にまぐろ類 RFMO合同での海鳥混獲評価と、海鳥混獲分析に関す
る各国科学者のキャパシティ・ビルディングのための作業プログラムの

促進に関することであった。公海プロジェクトは、2017年に二つの地域
ワークショップを支援する予定であり、また 2018/19年には全世界の海鳥
混獲評価ワークショップを計画している。最初の地域ワークショップは

2017年 2月に南アフリカで開催され、日本、台湾、南アフリカ、ブラジ
ル、ウルグアイ、モザンビーク、ナミビア及びセイシェルの科学者が参

加した。同ワークショップの参加者は、「各まぐろ類 RFMOによる通常
のモニタリングと定期的なまぐろ類 RFMO合同海鳥評価とを組み合わせ
ることで海鳥混獲評価を行う二段階アプローチをとることには価値があ

る」とした CCSBTの ERSWG 11による提案を支持した。ワークショッ
プは、経時的な BPUEをモニタリングすることができるよう、BPUEの
推定にモデリングアプローチをとることを勧告した。またワークショッ

プは、船団間で混獲率が異なる場合、こうした違いを生じさせている要

因を特定するための共同分析を行うことは非常に有益と考えられること

を確認した。 

13. 会合は、まぐろ類 RFMOの海鳥混獲緩和措置の有効性について各国の科
学者と合同評価を行うために公海（ABNJ）まぐろプロジェクトの中でバ
ードライフ・インターナショナルが予定している活動の価値を認識し

た。 

14. 議長は、2016年 12月 12-14日にローマで開催された「漁業管理への生態
系アプローチの導入に関するまぐろ類 RFMO合同会合」に関する報告を
行った（CCSBT-ERS/1703/09）。ERSWG会合の時点では同会合の最終報
告書は利用可能となっていなかったが、これが利用可能となった時点で

参加者に提供される予定である。議長は、漁業に対する生態系アプロー

チについて、その大部分は明確な目標の確認を伴う管理方策について計

画する作業であり、故にこの作業は委員会レベルにおいて開始される必

要があると述べた。この問題についてさらに前に進めるための追加ワー

クショップが 2017年後半に開催される可能性がある。また議長は、それ

                                                
1 海鳥混獲緩和措置の有効性に関する技術部会 



 

ぞれの条約によって定められた具体的な管轄水域を有する他のまぐろ類

RFMOとは異なる CCSBTの特質について指摘した。議長は、ERSWGが
評価を行う責任を有するのは何なのか、また他 RFMOの権限において評
価するのがより適切と考えられるのは何なのかを検討することは有益と

考えられると指摘した。また議長は、会合への参加をサポートした

CCSBTに対して感謝した。 

15. ERSWGは、まぐろ漁業という文脈における「生態系ベースの漁業管理
（EBFM）」にかかる共通の定義の必要性に留意した。EBFMの導入には
多くの作業を伴う可能性がある。また、委員会が各 RFMOの対処すべき
目標について決定し、かつ科学的補助機関に対する指示を行う必要があ

るとされた。 

16. 事務局は、IOTC2 及び ICCAT3 が採択した混獲緩和措置の有効性につい
てそれぞれの RFMO事務局が開始している評価作業の最新情報を提示し
た文書 CCSBT-ERS/1703/Info01及び CCSBT-ERS/1703/Info02について簡
潔に説明した。両委員会とも、こうした分析に関するデータの不足が障

害となっている。両 RFMOは、公海（ABNJ）まぐろプロジェクトを通
じた休会期間中の進捗を含めて、2017-18年も作業を継続する予定であ
る。 

17. 議長は、2015年 1月に開催された「まぐろ類 RFMOによって収集される
はえ縄混獲データの調和に関するまぐろ類 RFMO専門家作業部会」の最
終報告書に関する文書 CCSBT-ERS/1703/Info14を簡潔に紹介した。同会
合の最終報告書は、前回の ERSWG開催時には利用可能となっていなか
った。 

18. 同専門家作業部会の議長は、大枠では各まぐろ類 RFMOのオブザーバー
データ基準は非常に一貫しており調和もされているが、詳細なレベルで

は微妙な差異があったと述べた。会合により得られた結論の中で特に関

連するものは二つあり、一つは混獲種横断的な報告の一貫性を実現する

ために他の全ての RFMOが同一のデータ様式（例えば ERSWGの形式）
を試用することであった（WCPFC4 は、これを行うためにいくつかの手
法を試しているところである）。これにより、まぐろ類 RFMOによって
収集されたオブザーバーデータの全球的な分析に向けた協力が可能とな

る。もう一つは、緩和措置の有効性の分析において、措置が使用された

かどうかよりも、使用された緩和措置の仕様に関する詳細にかかる評価

がより必要とされる可能性があるということであった。多くの場合にお

いて、この情報はオブザーバー計画では収集されていない。 

19. 最低限の共通基準を下げてしまうリスクを踏まえれば、オブザーバーデ
ータフィールドに関するベストプラクティスを特定することの重要性

は、シンプルにデータフィールドを調和することの重要性に勝るとも劣

                                                
2 インド洋まぐろ類委員会 
3 大西洋まぐろ類保存国際委員会 
4 中西部太平洋まぐろ類委員会 



 

らないことが留意された。このため、まぐろ類 RFMOは、それぞれのニ
ーズに適うよう、引き続き改善に向けた作業を進めていくべきである。 

20. 会合は、専門家作業部会会合の後にWCPFC及び SPC5
が混獲情報に関す

るオブザーバー報告について CCSBT式のテンプレートを策定したこと
（WCPFC-SC12-2016/EB WP-12）、及び情報はオンライン上でデジタル
形式で提出され、混獲管理情報システム（BMIS）にロードされることに
ついて情報提供を受けた。IOTCはオブザーバー混獲データに関して類似
したテンプレートとする方向で作業を進めており、IATTC6

は同委員会の

サメ類に関するまき網及びはえ縄オブザーバーデータの全てをオンライ

ンで一般ドメインから利用可能にしている。 

21. 事務局は、移動性野生動物種の保全に関する条約及び回遊性サメ類の保
存に関する了解覚書（CMS-Sharks）の対象となっているサメ類及びエイ
類の状況の最新情報に関する文書 CCSBT-ERS/1703/Info15を説明した。
CMS-Sharksが種の分布範囲に基づき CCSBTに関連するものと判断した
種は 12種であった。うち 3種（ホホジロザメ、ウバザメ及びオニイトマ
キエイ）は CMS付属書 I に掲載されている。事務局は、ERSWGに対
し、これらの種と SBT漁業との間にどの程度の相互作用があるのか、又
は相互作用はないのかについてコメントをする必要があり、このことに

ついてサメ類に関する議題の下に検討することを提案した。 

22. 議長は、本文書は CCSBTの管轄に該当する漁業操業の範囲について誤っ
た前提を置いている可能性があるので、列記されているサメ種と SBT漁
業にどの程度の相互作用があるのかに関するデータを得ることは、これ

らの種と CCSBTとの関係性を判断する上で有益と考えられると指摘し
た。 

 

議題項目 4. ERSWG 11 による作業計画の進捗状況のレビュー 

23. 議長は、作業計画について、会合の最後にルーティンの作業を削除して
これを簡素化し、その上で、休会期間中に実施される具体的なプロジェ

クトについてその実施担当者とともに特定することを提案した。本件に

ついては、議題 9の下でさらに検討される予定である。 

24. 事務局は、会合に対し、作業計画のうち BMISに関する事項については
議題のいずれでも検討が予定されていないと述べた。事務局は、ERSWG
からの要請を受けて、SPCの BMISチームが BMISにオブザーバー計画
に関する情報を含める方法について検討していると述べた。また BMIS
チームは、関連する ERSWG文書（又は少なくともそうした文書に関す
るメタデータ）を BMIS経由で利用可能とするとの意向を示しているこ
とから、事務局は、公表扱いとなっている ERSWG文書を BMISを通じ

                                                
5 太平洋共同体 

6 全米熱帯まぐろ類委員会 



 

てオンライン上で利用可能とすることを ERSWGとして支持するかどう
かを尋ねた。会合は、このアプローチについて合意した。 

25. WCPFCは、BMISウェブサイトは現在WCPFCによって運営されている
と述べた。BMISのウェブ上のアドレスは http://www.wcpfc.int/bmisであ
る。また、現在、新しい BMISウェブサイトの作成が進められているこ
とが留意された。 

 

議題項目 5. ERSに関する情報及び助言 

5.1   海鳥類 

5.1.1 資源状態に関する情報 

26. ACAPは、SBT漁業と分布域が重複している全ての ACAP掲載種の状況
及びトレンドの概要（CCSBT-ERS/1703/15）を説明した。ACAPに掲載
されている全 22種のアホウドリ類のうち 18種の分布域が SBT漁業水域
と重複しており、ACAPに掲載されている全 9種のミズナギドリ類のう
ち 7種の分布域が SBT漁業水域と重複している。検討した全 25種のう
ち、11種が減少傾向、7種が安定、2種が不明であり、5種は増加傾向で
あった。ERSWG 11 以降で最も注目すべき個体群の変化は、ハジロアホ
ウドリが増加傾向から減少傾向に転じたことである。IUCNレッドリスト
では、全 25種のうち 2種が絶滅危惧 IA 類、5種が絶滅危惧 IB類、10種
が絶滅危惧 II 類、6種が準絶滅危惧、10種が軽度懸念として分類されて
いる。さらに、本文書において確認した種レベルでのトレンドについ

て、ACAPは、特に減少が懸念されている優先度の高い個体群が多く確
認されたと述べた。これらの個体群のうち 6個体群の分布域は、SBT漁
業海域と重複している。 

27. ニュージーランドは、会合に対し、アンティポデスアホウドリに関する
直近の研究

7 によれば、2004年以降、その個体群は継続的な減少を示し
ていると述べた。予備的な仮説は、追跡された成鳥（特に雌）の索餌範

囲の拡大と営巣失敗の増加につながっていると考えられる栄養的ストレ

スに苦しんでいるというものである。 

28. アンティポデスアホウドリの減少傾向と SBT漁業との関係性について検
討された。アンティポデスアホウドリの分布と SBT漁業との重複につい
ては、2004年より前から追跡されていることが留意された。2004年以
降、アンティポデスアホウドリの索餌範囲は拡大しており、これに伴っ

て重複範囲も拡大している。2004年以降の成鳥の生存率は 0.96から 0.90
に低下

7
しており、寿命が長く繁殖速度が遅い種にとっては重大な問題で

あることが留意された。 

                                                
7 Elliot, G. and Walker, K. (2017). Antipodean wandering albatross census and population study 2017. 

Albatross Research. 13pp. 



 

29. アンティポデスアホウドリの資源が増加していた 1980年代及び 1990年
代におけるまぐろはえ縄漁業は、2000年代中頃以降のそれに比べてより
広範な海域、長い漁期及びより高い漁獲強度で操業されていたことが留

意された。ミナミマグロ漁業とアンティポデスアホウドリの範囲拡大に

伴う相対的な重複域の変化についての調査が必要である。 

30. 種の範囲に関して深刻な懸念があり、評価のアップデートにより個体群
状態の改善の証拠が提示されなければ、その懸念は解消されないことが

留意された。 

31. 海鳥追跡データのほとんどは成鳥、特に繁殖期の成鳥に関するものであ
り、若齢の鳥から得られたデータは少ないことが留意された。 

32. この作業部会に対して付託されているのは、SBT漁業により影響を受け
ている種について議論することであるが、こうした議論はミナミマグロ

漁業が海鳥個体群減少の一義的な要因であると証明されている場合に限

定されるものではないことが再度確認された。 

33. 台湾は、三大洋における台湾はえ縄船団に関する予備的な報告を行った
文書 CCSBT-ERS/1703/Info05を発表した。本文書では、2010年から 2016
年の間の南緯 25度以南における台湾まぐろはえ縄漁船の 120回の操業航
海から得たオブザーバーデータを分析した。アホウドリの割合は太平洋

で最も高く、大西洋で最も低かった。ノミナル混獲率は南西太平洋及び

南西大西洋で高かった。混獲数は南緯 30度から 40度の間で高かったも
のの、混獲率は南緯 40度以南でより高かった。 

34. 種の誤同定があった可能性があること、及び台湾はこれを確認するため
にバードライフと協力して作業する予定であることが留意された。 

 

5.1.2 生態学的リスク評価 

35. ニュージーランドは文書 CCSBT-ERS/1703/12を発表した。ニュージーラ
ンドは、ERSWG 10 及び 11において述べたとおり、海鳥は広い渡りを行
っており、また複数の EEZや RFMO横断的な様々な漁業との相互作用が
あるので、ニュージーランドの排他的経済水域（EEZ）内における主な
漁業種類に適用してきたリスク評価の枠組みを、より幅広い漁業にまで

拡大していく考えを示してきたところである。本文書では、南半球で繁

殖する 26種の ACAP掲載海鳥種に対して南半球横断的にまぐろ類 RFMO
の公表漁業データを当てはめた場合に関して、今日までの進捗状況を示

している。このリスク評価の目的は、2017年後半において、まぐろ類
RFMOの追加データ及び南半球で操業するその他の漁業種類のデータを
取り入れる形で二回目の再評価を行うことである。 

36. ニュージーランドは、SBTを漁獲対象としたが漁獲はされなかった場
合、その漁獲努力量は計上されていないか、又は CCSBTに対して報告さ
れていない可能性があると述べた。このため、こうしたデータギャップ

を考慮するための外挿が必要とされた。 



 

37. また、リスク評価に内在する不確実性には、海鳥個体群に関するパラメ
ータ、捕獲に対する脆弱性、及びニュージーランド漁業と他の船団との

間で脆弱性に関する対応に違いはないとする仮定が含まれると述べた。

著者は、同研究による将来の再評価においてこのようなデータ上の制約

を克服するための協力的アプローチを歓迎するとともに、漁獲努力量デ

ータの制約について関連する RFMO事務局と検討する予定である。 

38. 評価に使用するためのより良い空間的データの必要性が強調され、一部
の種に関するリスクについて我々が理解していることに対するモデルの

テストを行うべきであると提案された。 

 

5.1.3 ERS死亡量の推定値及びこれに伴う不確実性 

39. ACAPは、Pressure（環境への負荷）－ State（環境の状態）－ Response
（対策）の枠組みを用いて ACAPのパフォーマンスをモニタリング及び
報告するために現在取り組んでいる作業の概要（CCSBT-ERS/1703/16）
を説明した。混獲に関する最初の Pressure（環境への負荷）にかかる指標
は、相互にリンクする以下の二つの要素、すなわち：1) ACAP締約国の
各漁業横断的な海鳥混獲率、及び 2) ACAP 海鳥種の（混獲による）年別
総死亡数（可能な場合は種別）からなる。ACAP 海鳥混獲作業部会は、
現在、これらの混獲指標の推定及び報告に関して検討が必要な問題につ

いてのガイドラインを策定し、また現在実施されている推定手法にかか

る検討も踏まえ、一貫性のある報告を行うための指針及び勧告を提案す

るための作業に取り組んでいるところである。また、利用可能な推定方

法のオプションについて検討するとともに、一貫性のある報告を実現す

るための指針及び勧告の提案を目指している。報告の枠組みは、データ

が少ない場合のシンプルな比率推定から複雑なモデルを用いる定量的な

リスク評価手法まで、多様な手法が利用し得るようにすることを意図し

ている。本文書では、これまでに策定した勧告及びガイドラインの概要

を示した。また ACAPは、この ACAPのプロセスと、CCSBT及び他の
RFMOの中で検討及び実施されている類似の作業とのリンクを奨励する
よう求めた。 

40. ACAPによる海鳥のグルーピングと CCSBTのそれは同じではないことが
留意された。ACAPは、ACAPの種のグルーピングは種の誤同定に対処す
る意図をもって設計されたものであると述べた。CCSBTの種のグルーピ
ングに替えて ACAPのそれを使用すれば、種の誤同定にかかる尤度を下
げることができるのかどうかについての質問が提起された。ERSWGは、
現在の種のグルーピングを続けることに合意した。 

41. 過去 5年における CCSBT船団による種同定の改善が認識されたが、この
分野についてさらなる作業を行う必要があり得ることが留意された。 

42. 異なる状況下での混獲データを分析する行う際に使用すべき手法のタイ
プに関する指針として、決定行列又は決定木の利用が有益と考えられる

との提案がなされた。 



 

43. ACAPは、本文書で示したアプローチは、締約国その他がそれぞれのデ
ータを自身で分析できるようにするための分析手法を提示すること

（ACAPがデータを収集しそれを分析するのではなく）により、全体を
前に進めるべく努力するものであると述べた。ACAPは、RFMOがそれ
ぞれの管轄水域の混獲情報を比較可能な形で提供できるようにすること

を希望するとした。また、公海（ABNJ）まぐろプロジェクトが BPUE及
び総海鳥捕獲数の推定方法に関するベストプラクティスを特定する作業

を支援する予定であることが留意された。 

44. 日本は文書 CCSBT-ERS/1703/26を発表した。漁獲対象種と混獲種の漁獲
に対するはえ縄漁具の投縄の時間帯の効果について調査するため、日の

出及び日の入の時間に関してはえ縄オブザーバーが収集したデータによ

り、漁獲対象種及び漁獲対象でない種にかかる一時間ごとの CPUEパタ
ーンを推定した。ミナミマグロの漁獲率は、日の出の 4時間前から 6時
間後までがピークであった。メバチ及びビンナガの漁獲率は日中がピー

クとなり、メカジキの漁獲率は日の入前後に増加した。非対象種の漁獲

率がピークとなる時間帯は様々であった。海鳥の夜間の混獲率は、航海

薄明を含む日中の混獲率に比べて急激に低下した。これらの結果から、

効果的な投縄の時間は対象種によって様々であり、海鳥の混獲緩和にお

いて夜間投縄は非常に効果的であることが示唆された。 

45. この分野の調査は重要であることが留意され、この調査を拡大していく
計画であることが歓迎された。調査の拡大にあたり、海鳥混獲率におけ

る月相の効果についても評価することが提案された。 

46. 一日の時間帯の効果について結論を導く前に漁獲率に影響を及ぼす可能
性があるその他のファクターについて日本が標準化を行うとの提案を踏

まえ、 本研究では日の出／日の入にかかる相対的な時間の尺度を用いた
こと、及びこれは漁期及び海域の効果を調整し得ることが説明された。 

47. 日本は文書 CCSBT-ERS/1703/27を説明した。本文書では、1997年から
2015年の期間に日本の乗船オブザーバー計画を通じて収集されたデータ
を用いて、はえ縄漁業における海鳥混獲の発生にかかる統計的特性を精

査した。分析には南緯 35度以南で行われた操業に関するデータのみを用
いた。操業ごとに見ても航海単位で見ても、海鳥混獲の分布はゼロに近

い側に強く偏った形の曲線を呈している。約 10％の海鳥混獲率の高い漁
獲努力量が、混獲全体の約半分の原因となっている。航海ごとの平均混

獲率のバラつきは、漁業者が使用した混獲緩和措置の有効性の違いに起

因するものと考えられる。分析の結果、BPUEと観察鈎針数の数量との
間に正の関係があることが明らかとなった。著者は、観察鈎針数に対し

て BPUEよりも高い相関性を示している「操業ごとの平均海鳥捕獲数」
を混獲率の標準的な指標とすることが望ましいとした。 

48. 日本は文書 CCSBT-ERS/1703/28を発表した。南西太平洋における海鳥デ
ータ解析の基礎情報を提供するため、同海域において 2010-2015年に操
業した日本のはえ縄漁船にかかるオブザーバーデータ及びログブックデ

ータを解析した。南西太平洋において、日本のはえ縄漁船はミナミマグ



 

ロが主な漁獲対象種となっているタスマン海（海区 2及び海区 3）におい
て海鳥を混獲した。海鳥類とミナミマグロの季節的な CPUEは真逆のト
レンドを示しており、すなわち海鳥類の CPUEは第 2四半期よりも第 1
四半期で高くなっていたのに対し、ミナミマグロの CPUEは第 2四半期
で高くなっていた。また、日本のはえ縄漁船はニュージーランド北部海

域（海区 4及び海区 5）でもメバチを漁獲対象種として活発に操業し、海
区 5においていくらかの海鳥類を混獲した。日付変更線の西海域（統計
海区 1-6）では、海鳥の混獲は主に南緯 30度以南で発生した。乗船オブ
ザーバーは、2014年及び 2015年のニュージーランド東部海域（海区 7及
び 8）において高い海鳥混獲率を報告したが、2014年及び 2015年の同海
域における漁獲努力量は低かった。こうした結果は、海鳥データのさら

なる解析を行う際に検討されるべきである。 

49. 海鳥、特にハジロアホウドリ類、ニュージーランドアホウドリ及びワタ
リアホウドリ類の混獲が近年増加していることが留意された。また、過

去には日本によるオブザーバーの配乗がなされなかったが海鳥の混獲率

は高い漁場及び漁期にオブザーバー努力量がシフトしたことが、より高

い混獲率の原因となった可能性があることが留意された。 

50. 日本は、CCSBT-ERS/1703/28の解析では海域をより細かく階層化したの
で、一部の混獲率は CCSBT海区レベルで観察された混獲率よりも高くな
る可能性があると説明した。 

51. 日本は、海鳥混獲緩和措置の有効性を評価することは重要であると確認
した。 

52. 海鳥 BPUEに変更を加える場合、オブザーバーカバー率が改善されても
過去に探知されていなかった高い混獲率はカバーされない可能性がある

ので、注意深い検討が必要であることが留意された。 

53. 日本は、文書 CCSBT-ERS/1703/Info11、Info12 及び Info13について簡潔
に説明した。 

54. 文書 CCSBT-ERS/1703/Info11では、年及び季節をファクターとして混獲
発生率をモデル化し、年間を通じた混獲発生率の経度別の変化を精査し

た。1997年から 2015年までに科学オブザーバーを通じて得られた操業デ
ータを用いた。予備的な分析として、階層クラスター分析により、南緯

20度より北及び南の水域の間で混獲された海鳥類の種組成の違いを精査
した。混獲された種の種組成は、南緯 40度の境界、南緯 35度及び南緯
40度、ケープ沖、インド洋及びタスマン海でそれぞれ変化した。投縄別
の海鳥混獲データの有無については、一般加法モデル（GAM）によりモ
デル化した。GAM分析に用いたデータは、北部及び南部海域の境界によ
りデータを二つに分けた。モデルにより推定された混獲発生率は、北部

海域においてはモデル上のバラつきが比較的低かったのに対し、南部海

域では比較的高かった。東西方向での混獲発生率は、南緯 35度の北及び
南の両方の海域において、年間のみならず季節間でも異なっていた。こ

のことから、総混獲数を推定する際において年及び季節間の混獲率の経

度によるバラつきを考慮することの重要性が示唆された。 



 

55. 文書 CCSBT-ERS/1703/Info12では、海鳥混獲発生率に影響を与えるファ
クターに関する分析を行った。分析にはランダムフォレストを適用し

た。種群、季節、年、環境要因、営巣地からの距離、月相及び漁獲量の

効果を精査するために四つのモデルを構築した。Out of bag の推定誤差が
高かったものの受け入れられる範囲内であったことから、これらのモデ

ルは統計的に適切なものと考えられた。本研究で分析した四つのモデル

に共通する重要な説明変数は、緯度、経度、年初からの経過日数、観察

された鈎針数、種群及び海表面水温であった。また、二番目と三番目の

モデルにおいては、年、航海 ID及び月相が重要な説明変数であった。こ
れらの説明変数は、混獲発生率に関して影響が大きいものと考えられ

た。このため、CPC間の比較及び共同作業を行う際にはこれらの変数を
考慮すべきことが示唆された。 

56. 2年から 3年ごとに繁殖を行う一部の海鳥種では成鳥の死亡による影響が
特に大きいため、混獲の分析に季節との関連性を取り入れる際にはこの

点を考慮する必要があることが留意された。また、漁獲能力が比較的安

定している魚と違い、海鳥にかかる捕獲能力は多くの要素に影響される

ことから、分析がより複雑になることが留意された。 

57. 文書 CCSBT-ERS/1703/Info13では、近年に大西洋及びインド洋の南緯 25
度以南の海域において乗船オブザーバーが収集した海鳥混獲データにつ

いてレビューを行った。レビューの結果、みなみまぐろの漁獲パターン

と海鳥の混獲パターンの間に共通する傾向があることが明らかになっ

た。また、海鳥の混獲パターンは、地理的な海域だけでなく環境条件に

よっても影響を受けることを示唆している。本研究の結果は、海鳥のノ

ミナル CPUEにかかる最近の増加傾向について、近年、海鳥 CPUEがよ
り高い海域におけるオブザーバーデータが増えたことによりバイアスが

かかっていることも示唆している。著者らは、将来的な漁獲量及び漁獲

努力量分析において考慮すべきこれらの結果をここに示した。 

 

5.1.4 緩和措置の評価及び助言 

58. オーストラリアは、IOTC、WCPFC及び ICCATの海鳥保存管理措置と、
ACAPが策定した浮はえ縄漁業における海鳥混獲緩和措置のベストプラ
クティスに関する助言とを比較した文書 CCSBT-ERS/1703/10を説明し
た。これらの措置は、まぐろ類 RFMOの間で、用語も範囲も多岐にわた
っていた。まぐろ類 RFMOは、荷重枝縄、トリライン及び夜間投縄の三
つの混獲緩和措置のうち二つの適用を継続している。 

59. ACAP助言に対してインプットされた情報に関する質問が提起された。
ACAPは、ACAP助言は頑健な科学的分析に基づくものであり、厳格なク
ライテリアの下での試験を経たものであると述べた。CCSBT-
ERS/1703/10では、最新の ACAP助言の根拠となっている科学的情報への
リンクを提示している。ERSWGは、機密保持を条件として本情報へのア
クセスを許可された。 



 

60. ACAPは、混獲緩和措置のベストプラクティスに関する最新の助言
（CCSBT-ERS/1703/17）について説明した。混獲緩和措置のベストプラ
クティスを決定する際には、一連のクライテリアに対する漁業技術の評

価が行われる。クライテリアは海鳥の死亡削減につながるエビデンスを

求めるものだけでなく、実用性、費用対効果及び漁獲対象種の漁獲率に

対する影響といった課題に関するクライテリアもある。直近のレビュー

は 2016年 5月に行われており、CCSBT-ERS/1703/17では ERSWGによる
検討に資するべくレビューの要旨を示している。 

61. ACAPは文書の中で、浮はえ縄漁業における海鳥混獲を緩和するための
ベストプラクティス・アプローチは、引き続き荷重枝縄、トリライン及

び夜間投縄の同時使用であることを確認した。これら三つの措置のう

ち、過去の助言から変更が行われたのは荷重枝縄のセッティングの最低

基準に関する勧告のみである。この最低基準は、現在は以下の構造のア

ップデートされている。 

• 鈎針から 0.5m 以内に 40 g 以上の錘を装着する 

• 鈎針から 1 m 以内に 60 g 以上の錘を装着する 

• 鈎針から 2 m 以内に 80 g 以上の錘を装着する 

62. さらに ACAPは、文書の中で、混獲緩和措置のベストプラクティスの一
覧に鈎針被覆装置を追加することを承認した。これらの装置は、鈎針が

所定の深度又は浸漬時間に達するまで餌を付けた鈎針の針の先端及びカ

エシを包み込んでおくものである。この所定の深度又は浸漬時間は、ほ

とんどの海鳥類の潜水深度を超える深さで反応するように設定されるの

で、投縄中に海鳥が鈎針に食いつき、また鈎針に掛かることを防止する

こととなる。またこの装置は、投縄時には鈎針への追加的な錘ともな

る。このような二つの装置が会合の求めるパフォーマンス・クライテリ

アに対して評価され、両装置とも荷重枝縄の新基準に合致しているとさ

れた。これらの装置は、これ単独で、代替的な混獲緩和オプションのベ

ストプラクティスと見なされる。 

63. 海鳥混獲緩和措置について精査せよとの拡大委員会からの要請に関し
て、混獲緩和措置が不十分であることが確認された場合、適切な是正措

置を決定する際に ACAPのベストプラクティスを考慮すべきであること
が留意された。 

64. 季節、海域、海況によって混獲緩和措置の有効性に違いがあること、及
び混獲緩和措置が漁獲対象種の漁獲率に与える影響についての懸念が提

起された。ACAPは、漁獲対象種の混獲率に関する影響について、混獲
緩和措置のベストプラクティスに関する助言について試験を行う際のク

ライテリアとなっていることを確認した。特に SBT漁業に関して行われ
る混獲緩和措置に関する調査では、海域、季節、漁具等の違いについて

も考慮するよう提案された。 

65. バードライフは、グローバル・ミズナギドリ追跡データベース
（www.seabirdtracking.org）から得たデータを用いてアホウドリ類及び大
型ミズナギドリ類の分布について 2011年に行った分析の結果を示した文



 

書 CCSBT-ERS/1703/Info06を説明した。この分析を行うため、CCSBT海
区を過去 5年間に SBTが漁獲された 5度区画として定義した。五つの
RFMOのうち、CCSBTがアホウドリ及びミズナギドリの分布域と最も広
く重複しており、重複域は繁殖域及び非繁殖域全体の 50%を超え、アホ
ウドリにとっての CCSBT漁業の重要性が確認できる。本分析のアップデ
ートは 2017年に予定されており、現在利用可能となっている追加的な追
跡データを用いる予定である。 

66. 作業部会として現在の海鳥混獲緩和措置が海鳥混獲への対処に十分であ
ると考えるのかどうかについての質問が提起された。一部のメンバー

は、この質問に対する回答を行う前に緩和措置にかかるさらなる調査が

必要であるとした。議長は、作業部会に対し、海鳥混獲に関して常に予

防的アプローチを意識しておくことは有益であり、また本件について助

言を行うにあたって完璧な情報は要しないことをリマインドした。ま

た、他のまぐろ類 RFMOでは直近の ACAP助言の実施について検討する
機会がまだなかった可能性があることも留意された。 

67. この議題の目的に関して、CCSBT-ERS/1703/27における分析結果は、年
に関わらず南緯 35度以南の海域全体において比較的一貫した海鳥混獲リ
スクがあることを示唆していることが報告された。また、同分析結果

は、ほとんどの漁業者は海鳥混獲率を 1000鈎針あたり 0.12羽以下に抑え
ることに成功していることを示唆した。 

68. 混獲緩和措置の改善について認識しつつも、現状維持を良しとしたメン
バーはなく、これはすなわち本委員会が求める水準に十分に応えていな

いということを示している。CCSBT-ERS/1703/05と、過去数年において
海鳥混獲率が減少する兆しが何ら示されていないとの会合中の議論が留

意された。このため、混獲を削減するためにさらなる作業を行わなけれ

ばならないと結論付ける下地はある。この作業を前に進めていくための

重要な点として、すなわち 1) 適切かつ効果的な教育及び支援‐海鳥科学
者と漁業者による共同作業、2) 効果的な監視、管理及び取締り、及び 3) 
効果的な規制の三点が強調された。教育及び支援に関しては、この分野

における日本の作業が認識された。 

69. ニュージーランドは、ニュージーランド周辺海域を事例に用いて、高リ
スク海域の定義に適用し得る手法のリストを提示した文書 CCSBT-
ERS/1703/13を説明した。著者は、文書に示したオプションではより詳細
な空間スケール（0.2度区画）で示しているが、データの利用可能性及び
より詳細な解像度で管理を行うことの複雑さを踏まえれば、CCSBTでは
5度区画がより適当と考えられるとした。各手法の強みと弱点を認識しつ
つ、三種類の海鳥種セット（種セット）に三種類の方法論（手法）のそ

れぞれを適用した結果を示し、これを検討した。三つの手法とは、1) 捕
獲リスクの代理としての海鳥の密度、2) 海鳥の死亡の空間的位置予測、
及び 3) リスク比の合計にそれぞれ基づくものであった。海鳥の種数は、
全体又は浮はえ縄漁業によるリスクのいずれかとして、最もリスクの高

い種に関連する高リスク海域が得られるように限定されている。 



 

70. 文書は、手法 1（海鳥の密度との組み合わせ）について、海鳥が海域に
出現する場合に全海鳥種が同じ確率で捕獲されると見なしていること、

及び捕獲が種に与える影響が全て同じと見なしていることが重大な欠点

であるとした。このことは、一部の種では他の漁業種類に由来するリス

クであるのに、これを表層はえ縄（SLL）に由来するリスクであると誤
って示してしまう可能性があることを意味する。加えて、特に SLLに由
来する重大なリスクに直面している海鳥類とは関係がない大部分の海域

も高リスク海域として定義されてしまう可能性がある。 

71. 文書は、海鳥死亡の空間的な位置予測を用いる手法 2では、リスク海域
が海鳥個体群、SLL漁獲努力量及び観察捕獲数の間で重複する海域に絞
り込まれることを指摘した。この手法に従えば、高リスク海域は SLL漁
業によって多数の海鳥が捕獲された海域として定義されることとなる。 

72. 文書は、リスク比の合計を用いる手法 3では、リスク海域が、年間潜在
死亡数（AFP）と既に定量的リスク評価により同種のリスクが定義され
ている海鳥個体群とが高度に重複している海域に限定されるとした。こ

のオプションでは、高リスク海域が「最も高いリスクに晒されている海

鳥類に対して SLL漁業によるリスクが最も高い場所」に限定されるの
で、提案されたオプションの中では最も具体的かつ洗練されたオプショ

ンである。種セットのどれを選択しても、リスク比が最も高い海域には

大きな変更はない。これは、累積リスク（全種のリスクの総計）の大部

分が、リスク下にある同じ種に由来するためである。 

73. 議長は、高リスク海域を決定する目的について、海鳥の分布に関する高
リスク海域を特徴付けるのが目的であるのか、又はクライテリアに漁獲

努力量を取り入れる必要がある「SBT漁業」に関するものであるのかに
ついて質問した。時間的解像度を高めた（例えば月別）海鳥分布は、海

鳥混獲にかかる潜在的なリスクの回避に影響を及ぼす操業戦略の策定に

おいて有益と考えられることが留意された。 

74. ニュージーランドは、作業部会に対して「望ましい手法」について合意
するよう求めるとともに、ニュージーランドがその手法により分析を行

うことを申し出た。当該分析から得られた結果は、「ERSWGは高リスク
海域を特定せよ」とのコミッショナーからの要請に対応する最初のステ

ップとして拡大科学委員会（ESC）及び拡大委員会（EC）に報告される
予定である。作業部会は、同分析は高リスク海域の定義又は是正措置適

用の可能性をめぐるさらなる議論を害するものであってはならないこと

に合意した。こうした共通理解に基づき、作業部会は、「望ましい手

法」として、ニュージーランドが、関連する全ての種のリスク比の合計

を用いるオプション 3Aを適用することを支持することに合意した。 

75. ニュージーランドは作業部会による承認に感謝した。ニュージーランド
は、結果が利用可能になり次第、これを発表する予定である。 

76. ERSWGに対する ECからの要請に関するセクション 5.1.4は以下のとお
り総括された。 CCSBT 23 は ERSWGに対し、2017年の ERSWG会合に
おいて特に以下について検討するよう指示していたところである。 



 

• 「管轄水域をベースとする」RFMOにおいて現在実施されている海鳥
混獲緩和措置を精査すること 

o 会合は、「管轄水域をベースとする」まぐろ類 RFMOの現行の要件
にはいくらかの不一致があることに留意した。現状では荷重枝縄と

夜間投縄は概ね合致しているものの、トリラインの仕様に関しては

バラつきがある。現在、これらのまぐろ類 RFMOは荷重枝縄及び鈎
針被覆装置にかかる新情報に関する最新の ACAP助言について検討
しているところである。 

o 会合は、まぐろ類 RFMOにおける海鳥混獲緩和措置の有効性にかか
る各国科学者との合同評価を行う、公海（ABNJ）まぐろプロジェク
トの下でのバードライフ・インターナショナルによる活動案を支持

した。 

• 海鳥の分布及び個体群状態に関する利用可能な最良の情報 

o 会合は、ACAP掲載種の資源状況は少し変化しており、今年アップ
デートされる予定であることに留意した。また会合は、分布域図も

更新される予定であるが、繁殖期及び繁殖期以外の時期の両方にお

いて、多くの種の分布域の相当部分が SBT漁業と重複することは依
然として変わらないものと想定されることに留意した。 

• これらの混獲緩和措置が強化されるべきかどうかについて ESC 22及
び EC 24に対して助言を行うこと 

o 会合は、26種の ACAP掲載種に関する予備的なリスク評価結果と、
これら海鳥種の推定年次潜在死亡数の大部分が SBT漁業に帰属して
いることに留意した。会合は、海鳥類と SBT漁業との相互作用の水
準は非常に高いままであり、未だ重大な懸念となっていることを確

認した。 

o このことは、混獲緩和措置の実施がさらに促進されるべきであるこ
とを示している。 

• これらが強化されるべきであれば、どのようにこれらを強化すべきか 

o 会合は、海鳥類に関する混獲緩和措置のベストプラクティスを構成
している ACAPの最新の助言に留意した。この助言は、混獲緩和措
置にかかる新技術の試験及び将来的な改善点に関する実際的な指針

を示したものである。また会合は、提案された改善点についても現

在の海鳥混獲緩和要件に対して導入し得る（例えば教育及び支援

や、漁船が仕様に沿った要件を適用しているかどうかの確認を通じ

て）ことに合意した。会合は、メンバーに対し、海鳥類に関する混

獲緩和活動の開発及び改善のための調査を継続するよう奨励した。 

 

5.1.5 海鳥の種同定 

77. ACAPは、最近策定された二つのガイドラインに関する文書 CCSBT-
ERS/1703/18の概要を説明した。一つは海鳥類の種同定に関してオブザー
バーを支援するための種同定ガイドラインであり、もう一つは生きたま

ま引き上げられた海鳥のリリース後の生存率を高めるための混獲個体の



 

取扱いを支援するための鈎針外しに関するガイドラインであった。種レ

ベルまでの同定は、(1) 乗船オブザーバーの能力向上、(2) 種同定を支援
するためのツール（あるいはガイドライン）の策定及び提供、又は (3) 後
に処理又は種同定を行うための遺骸保管や生物学的サンプルの採集又は

写真撮影といった複数の方法によって達成し得ることを概説した。 

78. ACAPは、海鳥種同定ガイドラインは種レベルまでの同定を支援する分
類形質を示すだけでなく、若齢の鳥に関する適切な情報も含むものであ

ることを示唆した。さらに、同ガイドラインには、船上での種同定がで

きない場合のための写真撮影及び DNA分析のための羽サンプル収集に関
するプロトコルも含まれている。このガイドラインは、印刷可能な電子

フォーマットとして利用可能となっており、いくつかの言語に翻訳され

ている。 

79. ACAPは、種同定ガイドラインを引き続き改善していくことができるよ
う、あらゆる場面での実用性についてのフィードバックを奨励した。ま

た、ACAP及びバードライフが、船上での訓練、各国科学者の訓練を含
めてオブザーバー計画の強化を支援していること、及び陸上の研究者が

後に利用できるようなサンプル及び写真素材の収集及び整理を支援して

いることが強調された。 

80. 海鳥の種同定法の改善に関する助言を求めた ECの要請に関して、種同定
においては羽の収集が有効な方法であることが留意された。日本は胸筋

から DNAサンプルを収集していると述べた一方、ニュージーランドは一
部の鳥について年齢及び一連のデータの提供を含む解剖検査を実施した

と述べた。 

 

5.2   サメ類 

5.2.1 資源状態に関する情報 

81. ニュージーランドは、ERSWG 11 において同国が提出し、今次会合では
CCSBT-ERS/1703/BGD03として再提出されている文書の最新版である
CCSBT-ERS/1703/14を発表した。本研究は、ニュージーランドまぐろは
え縄漁業において捕獲される主要なサメ類であるヨシキリザメ、ニシネ

ズミザメ及びアオザメに関するいくつかの資源量指標をアップデートす

るものである。分布指標については 3種とも に 2 年分が拡張され、ニシ
ネズミザメについては標準化単位漁獲努力量あたり漁獲量（CPUE）指数
も 2 年分拡張された。 3 種とも分布指標はそれぞれ一貫しており、2005
－2015年の期間を通じて増加傾向にあるか、又は一定水準での安定後に
増加傾向にあるかのいずれかを示している。ニュージーランド南部にお

ける日本のまぐろはえ縄用船（日本‐南部漁業）から得たニシネズミザ

メの CPUE 指数は、過去 2 年は大きな増加を示した一方、国内船及び日
本船を組み合わせたニュージーランド北部（北部漁業）の指数は比較的

横ばいであった。日本の南部オブザーバー指数の長期的なタイムシリー

ズは、2013年以降やや増加していることを除けば、2000年代初頭からあ
まり変化が見られない。1998-2000年にかけての高いピークは特異的なも



 

のであり、現在はこれを説明することはできないが、独立的な情報ソー

スである 1998-2000年の商業的水揚げ量にかかる報告においてもこのピ
ークの出現が裏付けられている。北部漁業のオブザーバーデータは、ニ

シネズミザメ資源量が 2000年代初頭は低水準に減少していたが、その後
急激に増加し、他方で 2008年以降の指数は明確な傾向を示すことなくバ
ラついていることを示唆している。これらの指標は、全体としてはニュ

ージーランド周辺のニシネズミザメ個体群が過去 10年において安定又は
増加していることを示唆している。 

82. ニュージーランドに対して、今後は同国 EEZにおける外国用船船団の操
業がなくなることによりこれら 3種の資源に対して影響を与える可能性
があるのかどうか、及び本報告はニュージーランド EEZ外のサメ資源量
についても示唆しているかどうかについての質問がなされた。ニュージ

ーランドは、同国 EEZ外に関しては異なるトレンド及び同等のトレンド
という相反するトレンドを示唆している別々の研究結果があり、本文書

において示したトレンドが大規模な資源変動を証拠付けるものであるの

か、又は資源の局地的な利用可能性を示したものに過ぎないのかは不明

であると回答した。 

83. 議長は、ニュージーランドに対し、漁法、特にミナミマグロだけでなく
メバチやメカジキも漁獲対象としているニュージーランド表層はえ縄船

団について詳細に説明するよう求めた。ニュージーランドは、日本の用

船船団による南部漁業での漁獲努力は専らミナミマグロを漁獲対象とす

るものである一方、北部漁業の漁獲努力は時期によりメカジキ又はメバ

チに向けられる場合があると説明した。 

84. また議長は、本文書が、研究を行った期間においてサメ類を漁獲対象と
することに変化があったことを示唆しているのかどうかを質問した。ニ

ュージーランドは、同国にはこれら三種のサメ類を漁獲対象とする漁業

は存在しない（又はほとんどない）と回答した。サメ肉市場の変化並び

にニュージーランド国内でのサメのヒレ切り禁止は、表層はえ縄漁業に

おいて漁獲されたサメ類のほとんどは放流又は投棄されたことを意味し

ているが、アオザメ加工業はいくらか残っている。 

85. WCPFCは文書 CCSBT-ERS/1703/20を説明した。公海（ABNJ）まぐろプ
ロジェクトによる資金拠出を受けた本文書は、現在進行中の南半球にお

けるニシネズミザメ資源評価から得られた三つの成果から構成されてい

る。一つ目は、全ての国の参加者による指標の作成及びWCPFCコンサ
ルタントであるニュージーランド国立水圏大気研究所（NIWA）が作成し
た評価手法のプレビューに関する中間報告である。二つ目は、関係者に

進捗状況を定期的に情報提供するために NIWA 及びWCPFCが作成した
ニュースレター形式の配布物である。三つ目として最後にここに示すも

のは、国際水産資源研究所（日本）及び NIWA が作成した、南半球全体
における日本はえ縄漁業に関する資源状況指標に関する公表レポート

（ニュージーランドが資金的支援を提供したもの）である。WCPFC及び
ABNJまぐろプロジェクトは、この資源評価に対する自発的な、多大なる
かつ非常に有益な貢献に深い感謝の意を表した。 



 

86. 説明者は、全ての指標分析が完了又はほぼ完了していると述べた。次の
ステップでは、これらの指標及びその他のデータを資源状態の評価プロ

セスにおいて使用する予定である。本評価における手法は中間報告書の

中で説明されている。WCPFCは、本件は生産的かつ有益な共同研究であ
ったと述べた。 

87. 説明者に対し、本報告ではニシネズミザメを単一資源と認識しているの
か、あるいは小個体群に分かれているものと考えているのかに関する質

問がなされた。説明者は、ニシネズミザメは南半球に広く分布している

こと、漁獲努力量の水準のバラつき、及び同時期であっても海域が異な

れば資源のトレンドも異なることを示唆している指標を踏まえ、研究者

は、南半球を五つの海域（ニシネズミザメの五つの個体群をそれぞれ含

むもの）に分けることとしたと回答した。 

88. 説明者に対し、方法論について総括するよう要請された。説明者は、本
報告では「ハイブリッド」アプローチ、すなわち五つの各小個体群ごと

に指標に基づく分析を行い、五つの小個体群のうち 3小個体群について
定量的リスク評価（及び他の 2小個体群に推定値を拡張）を行い、及び
比較対象として一つの小個体群について従来の資源評価を行う手法を採

ったと説明した。 

89. ERSWGに対し、ERSWG又は CCSBTに対して本研究のどの要素が最も
有益であるかに関するフィードバックを行うよう要請された。 

90. 議長は、WCPFCの SC 13向けに本研究の最終報告書が利用可能とされた
際に CCSBTメンバーにもこれを回章するよう要請した。また、ニシネズ
ミザメ資源に対する SBT漁業の影響を具体的に評価することができるよ
う、研究者が全ての漁獲努力量から SBT漁獲努力量を切り分けることが
できるようであれば有益と考えられることが合意された。  

91. これに続いて議長は、CMS-Sharksによるサメ類及びエイ類の資源状況の
アップデートを示した文書 CCSBT-ERS/1703/Info15に関するコメント又
は質問を求めた。 

92. ERSWGは、「CCSBT関連種」と考えるべきサメ（及びその他の）種の
決定にかかる様々なオプションについて検討した。議長は、関連種リス

トの作成、又は種が CCSBTに関連するかどうかを判断するためのクライ
テリアのリストを作成することは、他のまぐろ類 RFMO又はその他の外
部機関から CCSBTに対する問いかけに応えるための一助になるものと考
えられると述べた。 

93. 一部のメンバーは、CCSBT-ERS/1703/Info15において SBT漁業における
「CCSBT関連種」として列記されたサメ類の過去の漁獲量を全メンバー
が報告するよう要請することを支持した。このことは、これらのサメ種

が正しく「CCSBT関連種」として分類されてきたかどうかを ERSWGが
評価する上での一助となるものと考えられる。日本は、誤解を招くこと

のないよう、本データは内部でのみ利用可能とすべきとして懸念を表明

した。 



 

94. オーストラリアは、「主要サメ種」を決定するためにWCPFCが策定し
たクライテリアを検討することが有益である可能性を示唆した。何を以

て関連種とするのかにかかる CCSBT固有のクライテリアを策定する際、
これらのクライテリアが議論の開始点となり得ることが合意された。 

95. WCPFCの「主要サメ種」クライテリアの五つの原則のうちの一つは、当
該漁業において当該サメ種の漁獲が恒常的に発生するかどうかであり、

これは過去の漁獲水準を評価することの有用性を支持するものであるこ

とが留意された。 

96. また、五つの原則のうちの一つは、当該種の漁獲水準に関して十分なデ
ータが利用可能であるかどうか、又は利用可能になり得るかどうかに関

するものであることが留意された。この原則は CCSBTのクライテリアに
おいても適切と考えられることが合意された。 

97. 会合は、メンバーから事務局に対し、それぞれの漁業操業において漁獲
されたサメ類に関する情報（すなわち CCSBT許可漁船による SBTが漁
獲対象とされた、又は漁獲された投縄別の情報）を提供する（作業計画

を参照）よう要請されたことに合意した。 

 

5.2.2 生態学的リスク評価 

98. この議題項目に関して提出又は発表された文書はなかった。 

99. 日本は、過去、いくつかの他のまぐろ類 RFMOがサメ種のリスク評価を
実施していることを指摘した。「CCSBT関連種」の決定に関するクライ
テリアの策定を検討するにあたり、これらの評価結果が有益と考えられ

ることが提案された。 

 

5.2.3 ERS死亡量の推定値及びこれに伴う不確実性 

100. この議題項目に関して提出又は発表された文書はなかった。  

101. WCPFCは CCSBT-ERS/1703/05を参照し、データ交換において提出され
たサメのデータは、その生存状況が死亡、生存及び不明のいずれかに分

類されていると述べた。 死亡数を死亡（保持）と死亡（非保持）とに分
けることで、どの程度の割合が「不必要な」死亡であったかを判断する

ことは有益と考えられることが留意された。議長は、本件については議

題項目 6において再度検討することができると述べた。 

102. またWCPFCは、ERSWGに対し、放流後死亡に着目した大規模はえ縄標
識調査に取り組む予定であるとの情報提供を行った。当該研究は、サメ

類がはえ縄漁業との相互作用の後に生きたまま放流された場合の生存の

可能性を理解する一助となるものである。 

 

5.2.4 サメ類の死亡量を削減するための手法 



 

103. WCPFCは CCSBT-ERS/1703/21を発表した。本文書では、はえ縄漁業
（ミナミマグロを漁獲するはえ縄漁業を含む）におけるサメ類との不必

要な相互作用を最小化するために役立ち得る技術及び戦略の概要を提示

した。「緩和」とは複雑なテーマであり、本研究から得られた結論又は

利用可能な研究結果に基づくいかなる総括文書も、あらゆる漁業横断的

なパフォーマンスを代表するものにはなり得ない。そうではあるもの

の、利用可能な様々なオプションについて理解するための枠組みを提供

すべく、本文書では、漁業パターンの変更方法（鈎針の設置深度を深く

する、浸漬時間を短縮する、ホットスポットを回避するための船団間の

連絡）、漁具の変更方法（サークルフックの使用、ナイロン（ワイヤー

ではない）枝縄の使用、魚餌（イカ餌ではない）の使用）、忌避または

妨害装置の適用（電気的又は磁気的、嗅覚的又は科学的、及び人工

餌）、及び安全な取扱いに関するオプション（サメを水中でリリースす

るためのラインカット又はサメからの漁具外し）について総括した。有

望なオプションが特定されたものの、それぞれのケースについて、漁業

における混獲緩和に効果があるかどうか、並びに漁獲対象種の漁獲量に

対する影響、クルーの安全性、運用コスト及び環境への影響などに関し

て漁業者が受け入れられるかどうかについてもさらに検討する必要があ

る。 

104. 現時点において、SBT漁業では追加的な混獲緩和要件が必要とされるよ
うなサメ混獲に関する特段の懸念はないことが指摘され、これが合意さ

れた。日本は、ERSWGはサメ類が保護を必要としているかどうかを判断
するための資源評価に対して十分に重きを置いておらず、これを差し置

いて如何にサメ類の漁獲を回避するかを決定する方向に飛躍しようとし

ているとの懸念を示した。議長は、ERSWGに対し、本研究は ECの意向
を受けた事務局からの要請を受けて行われたものであることをリマイン

ドするとともに、SBT漁業において将来的に役立つものと考えられると
した。 

105. ニュージーランドは、本文書の表 1に記載されている「環境の影響」と
は何を意味するのかについての明確化を求めた。漁業行政官にとって、

混獲緩和漁具又は漁法によるポジティブ又はネガティブな影響について

優先順位を付けることは常に困難であることが留意された（例えば、あ

る漁具はサメ混獲の可能性を低減するが海鳥混獲の可能性は高まる

等）。ニュージーランドは、将来的に、こうした性質の研究においては

「環境の影響」についてより良く定義し、他の混獲種に関する混獲緩和

に対する影響も含める形に拡大していくことを検討するよう要請した。

著者は、サメと海鳥の間の混獲緩和のトレードオフ関係にかかる研究は

多くないが、サメとウミガメの混獲緩和の間のトレードオフに関しては

いくつかの文献があると述べた。 

 

5.3   その他の ERS 

106. この議題項目に関して提出又は発表された文書はなかった。ERSWGは、
この議題項目に関連するコメントは行わなかった。 



 

 

5.4 栄養相互作用 

107. 文書 CCSBT-ERS/1703/23、24及び BDG03がまとめて説明された。 

108. CCSBT-ERS/1703/BGD03では、11年にわたる夏季の南西オーストラリア
における加入量モニタリング調査で捕獲された SBT若齢魚（720個体、
ほとんどが一歳魚）の胃内容物について示した。胃内容物は硬骨魚類が

大部分を占めた（97.4 % 容積）。マイワシ Sardinops sagax (27.4 % 容
積)、マルアジ Scomber australasicus (16.7 % 容積)、及びマアジ Trachurus 
declivis (14.2 % 容積)であった。マイワシは沿岸域の魚から、マアジは大
陸棚縁辺に近い海域で漁獲された魚から多く出現した。このことは、

SBTが分布する広範な海域全体からサンプリングを行うことの重要性を
示唆している。 

109. CCSBT-ERS/1703/23では、南半球温帯域の外洋生息域における SBTの胃
内容物の研究結果を示した。サンプルは、科学オブザーバーが過去 15年
にわたってはえ縄漁船から収集した（N = 4,649）。餌重量のうち 51 % は
頭足類、46 % は硬骨魚類であった。頭足類が優勢を占めたことは、大部
分が硬骨魚類であった沿岸生息域での過去の研究における若齢魚のパタ

ーンと異なっていた。重量ベースで見ると、重要な餌生物は、頭足類で

はアカイカ科（18%）、ヒカリイカ科（12%）及びアオイガイ科（1%）
であり、硬骨魚類ではエボシダイ科 (8%, 主にミナミオキメダイ Cubiceps 
caeruleus), ハダカエソ科 (7%), シマガツオ科 (6%) 及びミズウオ科 (6%) で
あった。餌生物の組成はマグロの体長、表面水温及び年に対してほぼ一

定であったが、餌生物の組成の違いの大部分は餌中の頭足類によるもの

であった。 

110. CCSBT-ERS/1703/24では、SBTの胃内容物に関する研究についてレビュ
ーを行った。オーストラリア南西海域の一歳魚、及び外洋摂餌域の 4歳
魚以上に関しては充実したデータが得られている。研究が行われていな

い、又はさらなる研究が必要とされる海域を特定した。マイワシは沿岸

域の SBTの胃内に多く出現すること、その資源水準は過去に大きく変動
していること、また SBTの蓄養において大量に使用されていることか
ら、CCSBTとしてオーストラリア沿岸域におけるマイワシの資源状態を
モニタリングすべきである。他の餌生物は商業対象種ではないことか

ら、分布及び資源量に関する情報が不足している。SBTと同じ海域に分
布する他の大型浮魚に関する安定同位体分析、アーカイバルタグの利

用、捕獲魚に関する実験にかかる研究など、別のアプローチを提案し

た。著者は、生物学的サンプリングのための科学オブザーバー計画が確

立されており、また実験研究を可能とする SBTの蓄養技術も確立されて
いることから、CCSBTは食性や生態研究においてアドバンテージがある
ことを強調した。 

111. これらの文書は、SBTの生物学的な側面を説明する可能性があるミナミ
マグロの餌生物についてより理解を深めることを目的としたものである



 

ことが留意された。資源変動について理解することができるよう、これ

らの餌生物のモニタリングが提案された。 

112. ニュージーランド及びオーストラリアは、ニュージーランドの科学オブ
ザーバーが収集した胃内容物、オーストラリアにおける餌生物の資源評

価、及び生態系モデリングといったその他の関連研究を提示した。オー

ストラリアは、メタバーコーディング技術を用いた胃内容物の遺伝子分

析による胃内容物の補完的な分類学的研究を紹介した。関連する二つの

文書は以下のとおりである。 

• Berry, O., Bulman, C., Bunce, M., Coghlan, M., Murray, D.C. and Ward, R,D, 
(2015). Comparison of morphological and DNA metabarcoding analyses of 
diets in exploited marine fishes. Mar Ecol Prog Ser 540:167-181; and 

• Gleeson, D., Furlan, E. Vourey, E., Bunce, M., Stat, M., Allain, V. and Nicol, 
S. (2015). Application of molecular technologies to monitor the ecosystem of 
the WCPO. WCPFC-SC11-2015/EB-IP-04. Western and Central Pacific 
Fisheries Commission Scientific Committee, Eleventh Regular Session. 
Pohnpei, Federated States of Micronesia, 5-13 August 2015. 

113. この研究分野については将来的にメンバーが協力することが有益と考え
られることが合意された。 

 

議題項目 6. ERSデータ 

6.1 ERSWGデータ交換 

114. 事務局は、2016年 ERSWGデータ交換から得られたデータの概要に関す
る文書 CCSB-ERS/1703/05を発表した。データは、オーストラリア、日
本、韓国、ニュージーランド、南アフリカ及び台湾から提出された。 

115. 事務局は、ほとんどのメンバーは種レベルでデータを提出したのに対
し、メンバーの一つはテンプレート上で許される最も高次の分類群でデ

ータを提出したこと、このために本概要では共通の基準分類群として最

も低い水準を採用したことを指摘した。事務局は、FAOコードは様々な
ので英名及び学名により報告を行ったが、将来的にはこれらを標準化す

るよう勧告した。 

116. 事務局は、概要における主なデータ上の課題として、一部の年において
サメ類の大部分の生存状況が不明となっていること、特にアホウドリ類

の相当数において種が同定されていないこと、及び一部のメンバーの漁

獲努力量が「使用された混獲緩和措置」に関する既存のカテゴリに合致

しないことを指摘した。 

117. 会合は、これらのデータに基づき、混獲率が低下したことを示す証拠は
ないが、なぜそうなったのかについて結論を導くことはできないことに

合意した。より信頼性の高い ERS死亡数の推定値を得るとともに、高い
混獲率の原因を理解するためには詳細な分析が必要とされた。 



 

118. メンバーは、総死亡数に関する統計について、メンバー又は事務局がシ
ンプルに観察死亡数を総死亡数に外挿したものであることに留意した。

この方法は大きなエラーを導く可能性があるものであり、この結果は注

意深く取り扱われる必要がある。この問題に対処するべく、ERSWG年次
報告書テンプレートの表 1が修正された（別紙 4参照）。メンバーは、
オブザーバーデータを単純に拡大して総死亡数を提示することができる

が、メンバーがより複雑な手法を用いる場合は、国別報告書の本文中に

おいて手法の詳細を提示すべきである。またテンプレートは、原則的に

商業的な漁獲物であって緩和の必要がなかったサメ類の死亡量を特定す

べく、投棄死亡数から保持された漁獲量を切り分ける形に改変された。

ERSWGデータ交換テンプレートについても年次報告書と同じ形で修正さ
れる予定であるが、これらの変更は 2018年データ交換までは導入されな
いこととなっている。 

119. 会合は、データ交換の概要は他の議論においても示唆的なものと考えら
れるので、将来の会合ではより早い議題において説明されるようにする

ことが有益と考えられることに合意した。 

 

6.2 CCSBT漁獲努力量データ 

120. 事務局は、事務局が SBT漁獲努力量データの利用可能性及び解像度にか
かる説明（データの引き伸ばしの際に用いた仮定及びこうした漁獲努力

量データの質を改善するためのオプションを含む）を作成することとし

た ERSWG 11 作業計画における勧告に対応した文書 CCSBT-ERS/1703/06
を発表した。 

121. 事務局は、ERSの目的に対して最も適切かつ実際的な漁獲努力量のデー
タセットは ERSWGデータ交換のデータであると述べ、データの質を改
善し得る方法を説明した。この改善は、タイムシリーズを長くするこ

と、及び空間的及び時間的解像度の両方を向上させることで達成し得

る。 

122. 会合は、「全世界のマグロ漁獲努力量分布を得るためには、どのように
して CCSBTの漁獲努力量を他のまぐろ類 RFMOから得た漁獲努力量デ
ータと統合すればよいのか」というバードライフ・インターナショナル

からの質問を受け、CCSBTに報告されている漁獲努力量が他のまぐろ類
RFMOにも報告されているのかどうかについて検討した。メンバーは、
概してそのとおりであるとしたが、事務局がメンバーと個別に確認して

これをフォローし、またその結果をバードライフ・インターナショナル

に報告する予定である。 

 

6.3 オブザーバーデータ 

123. オーストラリアは文書 CCSBT-ERS/1703/Info03を提示した。以前に
WCPFCで発表された本研究は、オーストラリアの太平洋はえ縄漁業にお
ける電子モニタリング（EM）の実施にかかるオーストラリアの経験を共



 

有することを目的としている。特に、本文書の目的は以下のとおりであ

る。 

• オーストラリア東部マグロ・カジキ漁業（ETBF）において使用されて
いる EMシステムについて説明すること 

• 本 EMシステムの運用開始後 8か月における当初のパフォーマンスを
特性化すること 

124. 本研究は、漁獲対象、副産物、混獲種及び野生動物種のカテゴリ全体の
保持漁獲量及び投棄量の報告及び正確な推定に焦点を置いたものであ

る。まず初めに、EMシステムの設計目的及び運用原則について記述し
た。次に、以前に Piasenteら（2012）において報告されたオーストラリ
ア ETBFにおける EM試験から得られた結果の概要を提示した。最後
に、システムの運用開始後 8か月（2015年 7月‐2016年 2月）に関して
いくらかの分析を行った。EMにより得られた漁獲量とログブックから得
られた漁獲量との比較、及び EM導入後のログブックによる漁獲量及び
投棄量報告の性質の変化にかかる精査も行った。 

125. またオーストラリアは、第二回WCPFC電子報告及び電子モニタリング
作業部会会合の報告書に関する文書 CCSBT-ERS/1703/Info04を提出し
た。報告書では、会合に提出された文書及び会合の結果を含む、作業部

会会合の概要が提示された。 

126. 電子モニタリングによって収集された ERSデータ、及び電子モニタリン
グの利用が増えることによる影響について検討する必要性についての質

問がなされた。また、電子モニタリングの利用に関して、電子モニタリ

ングを適切にカバーするべくオブザーバー基準をレビューするのが賢明

と考えられること、及び一部のまぐろ類 RFMOでは既に本件に関するい
くらかの作業を終えており、これが議論の開始点となり得ることが提起

された。 

127. オーストラリアは、同国の電子モニタリングシステムの主な目的はログ
ブックデータを改善することであり、そしてログブックデータの改善が

実証されていると説明した。さらにオーストラリアは、レビューされて

いるのは航海ごとの映像のうちランダムで 10％のみであるが、保護生物
との相互作用に関してはすべて、種同定について確認し、こうした相互

作用がログブックにおいて正しく報告されるよう確保すべくレビューさ

れていると述べた。 

128. データの提出には様々な方法があることが留意された。このため、事務
局が ERSデータを提出しているメンバーと連絡調整し、提出されている
データのソースに関するメタデータを収集することが合意された。 

 

6.3.1 鳥類及びサメ類の生存状況コード 

129. WCPFCは文書 CCSBT-ERS/1703/22を発表した。本文書では、はえ縄漁
業との相互作用があったサメ類及び海鳥類の状態を分類するためにオブ

ザーバーが用いているコーディングシステムに関するレビューを行っ



 

た。オブザーバーデータのほとんどに関して、情報の最終的な使用目的

については全体的な理解があるものの、厳密な規定があるわけではない

ので、収集されたデータが将来的な目的に対しても適切であるかどうか

を判断するのは困難である。また、データ収集プログラムを設計する際

には、オブザーバーのトレーニングや乗船時の時間配分についていくら

かの仮定を置く必要がある。これらの課題を踏まえ、オブザーバーによ

って収集されているサメ及び海鳥の状態に関するデータにかかる 4つの
まぐろ類地域漁業管理機関の要件をレビューするとともに、相互作用が

どのように死亡に関係するのかにかかる理解についての直近の進展につ

いて検討し、様々な結論を得た。 

130. CCSBTのオブザーバー基準における状態コードは、他のまぐろ類 RFMO
が現在用いている水準にないことが留意された。会合は、まぐろ類

RFMOの間で全てのコードが完全に同じではないことを踏まえつつ、
CCSBTのコードを他のまぐろ類 RFMOのコードにより近いものとするた
めの変更について検討した。 

131. オーストラリアのシステムでは、海鳥はほとんどの場合においてリリー
ス後に死亡することから、鈎針にかかって負傷した鳥又は鳥類は死亡と

して記録していることが留意され、検討すべき重要な事項とされた。ま

た、海鳥が投縄時にかかったのか、又は揚縄時にかかったのかについて

記録することの重要性が留意された。 

132. ACAPは、第 7回 ACAP海鳥混獲作業部会報告書の別添 3として利用可
能となっている、生きた鳥の捕獲にかかるより良い記録に関するプロト

コルについて指摘した。 

133. また、海鳥類はサメ類よりも複雑である可能性があるので、それぞれを
分けて考え、異なるコードを使用する必要がある可能性が指摘された。 

134. 会合は、現在のオブザーバー規範の状態コードに対する変更に合意する
ことができなかった。 

 

6.3.2 オブザーバーによる海鳥関連業務に関するガイドライン 

135. この議題項目に関して提出又は発表された文書はなかった。 

136. 参考情報として、ACAPは、底はえ縄漁業における海鳥の計数に関連し
て SPRFMO8 向けに作成したプロトコルが浮はえ縄漁業に対しても適用
され得るはずであると述べた。同プロトコルは以下から利用可能であ

る。 

Ramm, K., Clements, K. and Debski, I. (2015). Seabird interactions around 
fishing vessels and associated data collection protocols. Third Meeting of 
the Scientific Committee of the South Pacific Regional Fisheries 
Management Organisation. Port Vila, Vanuatu, 28 September – 3 October 
2015. SC-03-25. 
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6.4 SBT漁場を特徴付ける海況 

137. この議題項目に関して提出又は発表された文書はなかった。ERSWGは、
この議題項目に関するコメントを行わなかった。 

 

議題項目 7. 普及啓発活動 

138. バードライフは、出席者への情報提供として、海鳥混獲に関する普及ビ
デオについての文書 CCSBT-ERS.1703/Info07を提示した。 

139. 日本かつお・まぐろ漁業協同組合は、海鳥の混獲削減に関するより効果
的な処置（漁業者に対する普及啓発の強化を含む）を促進するための同

組合の取組を発表した。同組合は、より効果的かつ使い勝手の良い形で

海鳥の混獲を削減すべく、追加的な混獲緩和措置の開発に努めてきた。

同組合は現在、漁業者に対し、ワークショップの開催等を通じて「現行

の混獲緩和措置のより効果的な活用」をさらに研究するよう奨励してい

るところである。混獲緩和措置の開発の一環として、ハヤブサの模型、

レーザービーム（WWFスマートギア）、LRADや放水銃等についてのさ
らなる精査を計画している。 

140. メンバーは、日本によるこうした努力に感謝した。海鳥の混獲を緩和す
るために業界が調査している方法の一部は海鳥類に実害を与える可能性

があるため、これが問題とならないよう確保しながら試験を行うべきと

の指摘があった。また、日本の業界が ACAPのプロセスに参加すること
は混獲緩和措置の開発において有益と考えられることが留意された。 

 

議題項目 8. 遵守状況に関する情報  

8.1 混獲緩和措置の使用状況にかかるモニタリング  

141. 議長は、遵守委員会から ERSWGに対して「混獲緩和措置の使用状況の
モニタリング」に関する情報の有用性についてコメントするよう求めら

れており、またこれを改善するための提案を行うよう求められていると

述べた。 

142. このことについて、事務局はこうした情報提供にかかる ERSWG 11 から
の要請に対応して遵守委員会が収集した情報に関する文書 CCSBT-
ERS/1703/07を発表した。議長は、ERSWGからの要請に対応した遵守委
員会に対して感謝した。 

143. 会合は、遵守委員会から提供された情報は、各船団が使用している緩和
措置をモニタリングするためにメンバーが利用しているシステムが現状

はバラバラであることを示唆するものとして、有用かつ得るところの多

い情報であったことに合意した。しかしながら、それぞれのメンバーか



 

ら得られた情報は詳細さにバラつきがあり、全般的により詳細なものと

する必要がある。 

144. 会合は、遵守委員会に対し、海鳥混獲緩和措置を効果的にモニタリング
する方法を検討するよう要請することに合意した。一つのオプションと

して、適切な情報を収集するために「港内検査の最低基準を定めた

CCSBT制度に関する決議」及び「CCSBT転載決議」を改正することが提
案された。この改正には、トリライン及びトリポール、荷重枝縄の存在

を証明するための漁具検査、及び夜間投縄を証明するためのログブック

の検査を含めることが考えられる。 

145. また、港内検査プロセスの一貫として緩和措置に関するデータを収集し
ている 4つのメンバーについては、遵守委員会に対して収集し得るデー
タの種類を説明するべく共同で作業をすべきことが提案された。 

 

8.2 最低履行要件（MPR） 

146. 事務局は、生態学的関連種に関連する措置にかかる最低履行要件の改正
案についての文書 CCSBT-ERS.1703/08を発表した。本文書は、改正案が
2017年 10月の遵守委員会によるレビューに向けて発表される前に、事務
局による改正案及び追加事項について ERSWGがこれを検討する機会を
提供するものであった。 

147. 会合は、10%のオブザーバーカバー率目標の達成に向けたスケジュール
及びプロセスを求める最低履行要件は不要であるとした。このことは、

遵守委員会における国別報告書の毎年の評価を通じて適切にカバーされ

ており、遵守委員会が必要な是正措置を検討することができるとされ

た。 

148. ERSWGは、最低履行要件案に対する修正を勧告せず、遵守委員会による
検討に委ねた。 

 

議題項目 9. 将来の作業計画 

149. ERSWGは、以下のとおり作業計画を策定した。継続的な任務、又は運営
上の事項については、2017年新規のものでない限りは記載していない。  

 



 

活動 時期 リソース 
まぐろ類 RFMOにおける海鳥混獲緩和措置の有効性に
ついて各国科学者との共同評価を行うために計画され

ている公海 ABNJまぐろプロジェクトにおいて必要とな
る全世界のまぐろ漁業の漁獲努力量マップの作製を支

援するため、CCSBTの漁獲努力量データが他の RFMO
に対してどの程度報告されているのかを確認するとと

もに、その結果をバードライフに伝達する。 
 

2017年 5月 事務局 

事務局は、ERSデータ交換において交換された情報の
ソースの性質に関するメタデータを得るため、メンバ

ーと連絡調整する。特に、データがオブザーバー、電

子モニタリング（EM）、ランダムに EMとの照合が行
われたログブック、又は別のデータソースに由来する

ものかどうかについて。メタデータはデータベース上

に保存し、ERSWGに提出するデータの概要を含むもの
とする。 

2017年 7月 事務局及びメン

バー 

CCSBT-ERS/1703/12の手法 3Aを用いて高リスク海域を
特定するための分析を進める。 

2017年 10月 ニュージーラン

ド 
海鳥の生態学的リスク評価の二回目の反復作業

（CCSBTメンバー及びまぐろ類 RFMOから得られた追
加データ、及び南半球で操業する他の漁法も含める形

で）に取り組む。 

2017年後半 他のメンバー及

び事務局の協力

を得て、ニュー

ジーランドが主

導 
まぐろ類 RFMOの海鳥混獲緩和措置の有効性にかかる
各国科学者との共同評価を実施するために公海 ABNJま
ぐろプロジェクトの下で計画されているバードライ

フ・インターナショナルのプロジェクトに積極的に貢

献及び参加する。 

2017年から
2019年まで 

メンバー 

SBTと餌生物の関係に関する作業を継続する。 2017年から
ERSWG 13
までの間 

関心を有するメ

ンバーの協力を

得て、日本が主

導 
船団間での混獲率が大きく異なることの原因を特定す

るための共同分析を行う。 

ERSWG 13 
まで 

全メンバーの協

力を得て、ニュ

ージーランドが

主導 
ERSWG 13 による検討に付するため、不確実性及びこ
れに伴うリスクを削減するための調査、モニタリング

の必要性及び行動を特定する「海鳥に関する複数年戦

略」案を作成する。 

ERSWG 13
まで 

全メンバーの協

力を得て、オー

ストラリアが主

導 
事務局のデータ交換に関する概要報告書は後段の議題

でも有益な情報であり、会合の早い段階で検討される

べきものであることから、将来の ERSWG会合ではこれ
を年次報告に関する議題の下に置く。 

ERSWG 13
の暫定議題

の作成時 

事務局及び議長 



 

メンバーは事務局に対し、文書 CCSBT-ERS/1703/Info15
の表 2における 12種の「CCSBT関連」のサメ種のうち
メンバーの SBT漁業により漁獲されたことのある種に
関する詳細（すなわち CCSBT許可漁船による、SBTが
漁獲対象とされた、又は漁獲された投縄ごとの情報）

を提出する。メンバーは、情報の有無を提出するか、

又は漁獲数量を提出するかを選択することができる。

データは、少なく過去 3年について年別に提出すること
が提案されている。事務局は、ERSWG 13 に対して提
示するべく本情報をとりまとめる。 

ERSWG 13
の 3か月前
まで（事務

局への情報

の提出） 

全メンバー及び

事務局 

ERSWG 11報告書別紙 4の修正 SMMTG勧告に対する
CCSBTの進捗状況をレビューする。 

ERSWG 13 
まで 

メンバーからの

支援を得て、事

務局が対応 
事務局は、ERSWGデータ交換に対するメンバーの報告
状況について分析し、捕獲されたとしてメンバーから

報告されてきたサメ種にかかるシンプルな概要を作成

する。 

ERSWG 13 
まで 

事務局 

公海（ABNJ）まぐろプロジェクトのサメ分野から得ら
れたニシネズミザメ評価最終報告書をレビューする。 

ERSWG 13 ERSWG 13 

 

150. ERSWGは、不確実性及びこれに伴うリスクを削減するための調査、モニ
タリングの必要性及び行動を特定するための「海鳥に関する複数年戦

略」の検討を開始した。会合は、時間内に戦略を完成させることができ

なかったため、戦略の策定は ERSWG作業計画に含められた。ERSWG
は、ERSWG 11報告書別紙 4の改定 SMMTG勧告を想起するのにこの戦
略が有用と考えられることに留意した。 

 

議題項目 10. その他の事項  

151. その他の事項はなかった。 

 

議題項目 11. ERS問題にかかる CCSBT補助機関による検討への付託   

152. ERSWGは、遵守委員会に対し、港内検査や転載オブザーバーといったメ
カニズムを通じてどのように海鳥混獲緩和措置を効果的にモニタリング

していくかについて検討するよう要請した。これには、トリライン及び

トリポール、荷重枝縄の存在を証明するための漁具検査、夜間投縄を証

明するためのログブックの検査が考えられる。 

153. ERSWGは、ESCに対し、科学オブザーバー計画規範のレビューを実施す
るよう要請した。レビューに当たっては、電子モニタリングの取り入れ

を検討するとともに、オブザーバーが使用している生存状況コードを他

RFMOの科学オブザーバーが使用しているコードと調和させることを検
討すべきである。ERSWGは、ESCによる検討を求めているこれらの点に
ついて、メンバーから ESCに対して具体的な提案を行う必要があると考
えられることに留意した。 



 

議題項目 12. 拡大委員会に対する勧告及び助言    

154. ERSWGは、ECに対して以下の勧告及び助言を行った。 

海鳥類 

155. 生態学的リスク評価（議題項目 5.1.2）： 

• 会合は、ACAP掲載海鳥種に対する南半球の商業的表層はえ縄漁業の
リスク評価について、ニュージーランドが二回目の反復作業（まぐろ

類 RFMOに関する追加データ、及び南半球における他の漁業種類も含
める形で）を行うことを支持した。 

156. 混獲緩和措置に関する評価及び助言（議題項目 5.1.4）： 

• 会合は、ACAPによる直近の科学助言における混獲緩和措置のベス
ト・プラクティスの構成について、荷重枝縄（パラグラフ 62のとおり
荷重方法をアップデートしたもの）、夜間投縄（すなわち日の入り後

の航海薄明から日の出前の航海薄明までの間に投縄すること）及びト

リラインの同時使用であることに留意した。さらに、ほとんどの海鳥

類の潜水深度より深い深度に達するまで餌を付けた鈎針の針の先端及

びカエシを包み込んでおく装置である「鈎針被覆装置」が、それ単独

で代替的なベスト・プラクティス混獲緩和措置になるものとして掲載

された。 

• ECからの要請に対する ERSWGの回答の概要（ECの要請は太字）は
以下のとおりである。 

o 「管轄水域をベースとする」RFMOにおいて現在実施されている海
鳥混獲緩和措置を精査すること 

� 会合は、「管轄水域をベースとする」まぐろ類 RFMOの現行の要
件にはいくらかの不一致があることに留意した。現状では荷重枝

縄と夜間投縄は概ね合致しているものの、トリラインの仕様に関

してはバラつきがある。現在、これらのまぐろ類 RFMOは荷重枝
縄及び鈎針被覆装置にかかる新情報に関する最新の ACAP助言に
ついて検討しているところである。 

� 会合は、まぐろ類 RFMOにおける海鳥混獲緩和措置の有効性にか
かる各国科学者との合同評価を行う、公海（ABNJ）まぐろプロ
ジェクトの下でのバードライフ・インターナショナルによる活動

案を支持した。 

o 海鳥の分布及び個体群状態に関する利用可能な最良の情報 

� 会合は、ACAP掲載種の資源状況は少し変化しており、今年アッ
プデートされる予定であることに留意した。また会合は、分布域

図も更新される予定であるところ、繁殖期及び繁殖期以外の時期

の両方において、多くの種の分布域の相当部分が SBT漁業と重複
することは依然として変わらないものと想定されることに留意し

た。 



 

o これらの混獲緩和措置が強化されるべきかどうかについて ESC 22
及び EC 24に対して助言を行うこと 

� 会合は、26種の ACAP掲載種に関する予備的なリスク評価結果
と、これら海鳥種の推定年次潜在死亡数の大部分が SBT漁業に帰
属していることに留意した。会合は、海鳥類と SBT漁業との相互
作用の水準は非常に高いままであり、未だ重大な懸念となってい

ることを確認した。 

� このことは、混獲緩和措置の実施がさらに促進されるべきである
ことを示している 

o これらが強化されるべきであれば、どのようにこれらを強化すべき
か 

� 会合は、海鳥類に関する混獲緩和措置のベストプラクティスを構
成している ACAPの最新の助言に留意した。この助言は、混獲緩
和措置にかかる新技術の試験及び将来的な改善点に関する実際的

な指針を示したものである。また会合は、提案された改善点につ

いても現在の海鳥混獲緩和要件に対して導入し得る（例えば教育

及び支援や、漁船が仕様に沿った要件を適用しているかどうかの

確認を通じて）ことに合意した。会合は、メンバーに対し、海鳥

類に関する混獲緩和活動の開発及び改善のための調査を継続する

よう奨励した。 

157. 海鳥の種同定（議題項目 5.1.5） 

• 分布及び新しい ACAP種同定ガイドライン（CCSBT-ERS/1703/18のと
おり）や、オブザーバーの船上トレーニングの提供、各国科学者のト

レーニング、地上の研究者が後に使用できるサンプル及び写真素材の

収集及び管理の支援の活用を含め、海鳥の種同定の改善方法について

検討された。 

サメ類 

158. 資源状態に関する情報（議題項目 5.2.1） 

• 文書 CCSBT-ERS/1703/20が発表及び検討された（パラグラフ 89－92
を参照）。ERSWGは、この作業は継続中であることに留意し、最終
報告書をメンバーに回章するよう要請した。また ERSWGは、ニシネ
ズミザメ資源量に対する SBT漁業のインパクトを他の漁業とは分けて
評価することができれば有益と考えられると提案した。 

159. 生態学的リスク評価（議題項目 5.2.2） 

• ERSWGのメンバーは、CCSBT-ERS/1703/Info15において「CCSBT関
連種」として列記された 12種のサメにかかる近年の漁獲量を報告する
ことに合意した。このことは、これらのサメが「CCSBT関連種」とし
て正しく分類されているのかどうかを ERSWGが評価する際の一助と
なるものと考えられる。 

• 「CCSBT関連種」を判断するためのクライテリアを策定する上で、他
の RFMOが行ったリスク評価結果も検討に値することが提案された。 



 

• 事務局は、ERSWGデータ交換においてメンバーから報告されたサメ
漁獲量を精査し、メンバーによって捕獲されたものとして報告された

サメ種の概要を ERSWG 13 に提出する予定である。 

160. サメ類の死亡量を削減するための手法 

• ERSWGは文書 CCSBT-ERS/1703/21について検討した。会合は、現時
点において、SBT漁業におけるサメ混獲に関して追加的な混獲緩和要
件を必要とするような特段の懸念はないことに合意した。 

栄養相互作用 

161. 栄養相互作用（議題項目 5.4） 

• 三つの文書が提出及び検討され、その他関連する研究が特定され、将
来的にメンバーが協力することのメリットが留意された。 

 

議題項目 13. まとめ 

13.1           会合報告書の採択  

162. 報告書が採択された。 

 

13.2. 次回会合の時期に関する勧告 

163. 会合は、次回の ERSWG会合の時期について合意することができなかっ
た。一部のメンバーは、他の会合との兼ね合い及び公海（ABNJ）まぐろ
プロジェクトに関連して計画されている作業を踏まえ、開催を二年度と

することを希望した。他のメンバーは 2018年に開催することを希望し
た。 

164. 一部のメンバーは、次回の ERSWG会合の前に小規模な技術会合を開催
することを提案した。これによって技術的な作業（リスク評価や総死亡

数の推定方法など）を実施できるようにし、ERSWGが同会合に発表され
る結果に対してより確信を持つことができる。2018年に小規模技術会合
を開催することができれば、次回の ERSWG会合を ERSWG 12 から二年
後とすることも考えられる。この提案については、全メンバーによる合

意は得られなかった。 

 

13.3. 閉会 

165. 会合は、2017年 3月 24日午後 4時 46分に閉会した。  
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2017年 3月 21 - 24日 

ニュージーランド、ウェリントン 
 
1.  開会 

1.1 議題の採択 

1.2 文書リストの採択 

1.3 ラポルツアーの任命 
 

2. 年次報告 

2.1 メンバー 

2.2 協力的非加盟国 
 

3. ERS作業部会に関連する他の機関の会合報告書及び／又は結果 
 
4. ERSWG 11による作業計画の進捗状況のレビュー 
 
5. ERSに関する情報及び助言 

5.1 海鳥類 

5.1.1 資源状態に関する情報 

5.1.2 生態学的リスク評価 

5.1.3 ERS 死亡量の推定及びこれに伴う不確実性 

5.1.4 緩和措置の評価及び助言 

5.1.5 海鳥の種同定 

5.2 サメ類 

5.2.1 資源状態に関する情報 

5.2.2 生態学的リスク評価 

5.2.3 ERS 死亡量の推定値及びこれに伴う不確実性 

5.2.4 サメ類の死亡量を削減するための手法 

5.3 その他のERS 

5.4 栄養相互作用 

5.4.1 天然及び蓄養 SBT の両方における SBT 餌生物に関する利用可能
なデータのレビュー 

5.4.2 外洋食物網に関する情報の検討 
 



6. ERSデータ 

6.1 ERSWGデータ交換 

6.2 CCSBT漁獲努力量データ 

6.3 オブザーバーデータ 

6.3.1 海鳥類及びサメ類の生存状況コード 

6.3.2 オブザーバーによる海鳥関連業務に関するガイドライン 

6.4 SBT漁場を特徴付ける海況 
 

7. 普及啓発活動 
 

8. 遵守状況に関する情報 

8.1 混獲緩和措置の使用状況にかかるモニタリング 

8.2 最低履行要件（MPR） 
 
9. 将来の作業計画 
 
10. その他の事項 
 

11. ERS問題にかかる CCSBT補助機関による検討への付託 
 

12. 拡大委員会に対する勧告及び助言 
 

13. まとめ 

13.1. 会合報告書の採択 
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文書リスト 
第 12回生態学的関連種作業部会 

 

(CCSBT-ERS/1703/) 
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2. List of Participants 
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4. (Secretariat) Relevant Tuna RFMO Measures Concerning Incidental Catches of 

Ecologically Related Species (Rev.1) (ERSWG Agenda Item 5.1.4, 5.2, 5.3) 

5. (Secretariat) Summaries from the 2016 ERSWG Data Exchange (ERSWG Agenda 

Item 6.1) 

6. (Secretariat) Description of the availability and resolution of SBT fishing effort 
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the quality of such effort data (ERSWG Agenda Item 6.2) 

7. (Secretariat) Information from the Compliance Committee on the Types of 

Information Collected on Bycatch Mitigation Measures under Members’ 

Compliance Programs (ERSWG Agenda Item 8.1) 

8. (Secretariat) Draft Revised Minimum Performance Requirements (MPRs): For 

Science Measures and Measures Relating to ERS (ERSWG Agenda Item 8.2) 

9. (ERSWG Chair) ERSWG Chair’s Report on the Joint Meeting of Tuna RFMOs on 

the Implementation of the Ecosystem Based Approach to Fisheries Management 

(ERSWG Agenda Item 3) 

10. (Australia) Comparing seabird conservation and management measures (ERSWG 

Agenda Item 5.1.4) 

12. (New Zealand) Assessing the risk of commercial surface longline fisheries in the 

southern hemisphere to ACAP seabird species (ERSWG Agenda Item 5.1.2) 

13. (New Zealand) Defining “high risk areas” in southern Bluefin tuna fisheries 

(ERSWG Agenda Item 5.1.4) 

14. (New Zealand) Updated abundance indicators for New Zealand blue, porbeagle 

and shortfin mako sharks (Rev.1) (ERSWG Agenda Item 5.2.1) 

15. (ACAP and Birdlife International) An Update on the Status and Trends of ACAP-

Listed Albatrosses and Petrels in the CCSBT Area (ERSWG Agenda Item 5.1.1) 

16.  (ACAP) The Development of ACAP Seabird Bycatch Indicators, Data Needs,  

Methodological Approaches and Reporting Requirements (ERSWG Agenda Item 

5.1.3) 



 

17. (ACAP) Current ACAP Advice for Reducing the Impact of Pelagic Longline 

Fishing Operations on Seabirds (ERSWG Agenda Item 5.1.4) 

18. (ACAP and BirdLife International) Summary of Tools and Guidelines Available to 

Assist Observers in the Identification of Seabird Species and Handling of Bycaught 

Individuals (ERSWG Agenda Item 5.1.5) 

19. (BirdLife International) BirdLife International Report to ERSWG12 (ERSWG 

Agenda Item 3) 

20. (WCPFC) Update on the Southern Hemisphere Porbeagle Shark (Lamna nasus) 
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Fisheries (ERSWG Agenda Item 5.2.4) 
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26. (Japan) New aspects of catch rates: Estimating catch and bycatch rate in fish and 
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27. (Japan) Statistical consideration on sea-bird mitigation measure evaluation 

(ERSWG Agenda Item 5.1.3, 5.1.4) 
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2. (Japan) Report of Japanese scientific observer activities for southern bluefin tuna 
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(CCSBT-ERS/1703/Annual Report- ） 

Australia      Australian country report: Ecologically related 

species in the Australian Southern Bluefin Tuna 

Fishery 2013-14 to 2014-15 

Fishing Entity of Taiwan       Ecologically Related Species in the Taiwanese 

Southern Bluefin Tuna Fishery 2014-2015 (Rev.1) 

Indonesia      2017 Annual Report to the Ecologically Related 

Species Working Group (ERSWG) 

Japan         National Report of Japan: Overview of Researches 

on Ecologically Related Species in Japanese SBT 

Longline Fishery, 2014-2015 (Rev.1) 

New Zealand Ecologically related species in the New Zealand 

southern bluefin tuna longline fishery (Rev.1) 

Republic of Korea         2017 Annual Report to the Ecologically Related 

Species Working Group (ERSWG) (Rev.1) 

South Africa         South Africa’s Annual Report to the Ecologically 

Related Species Working Group (ERSWG) of the 

Commission for the Conservation of Southern 

Bluefin Tuna 

 

(CCSBT- ERS/1703/Info ) 

1. (Secretariat) Update on the status of IOTC seabird work (Rev.1)  

(ERSWG Agenda Item 3) 

2. (Secretariat) Update on the status of ICCAT seabird work  

(ERSWG Agenda Item 3) 

3. (Australia) Catch reporting under E-monitoring in the Australian Pacific longline 

fishery (ERSWG Agenda Item 6.3, 8.1) 

4. (Australia) Summary report for the second e-reporting and e-monitoring 

intersessional working group meeting (ERSWG Agenda Item 6.3, 8.1) 

5. (Taiwan) Distribution of seabirds bycatch of Taiwanese longline fleets in Southern 

Ocean between 2010-2016 (ERSWG Agenda Item 5.1.1) 

6. (BirdLife International) Albatross and giant-petrel distribution across the world’s 

tuna and swordfish fisheries: albatross tracking analysis produced for the 2011 

Joint Tuna RFMO meeting (ERSWG Agenda Item 5.1.4) 

7. (BirdLife International) BirdLife/ISSF seabird bycatch education videos 

(ERSWG Agenda Item 7) 

8. (New Zealand) Tori line designs for small longline vessels (ERSWG Agenda Item 

5.1.4) 



 

9. (Japan) Report of the 2016 Inter-sessional meeting of the sub-committee in 

ecosystems, ICCAT (ERSWG Agenda Item 3, 5.1.4)  

10. (Japan) Report of the 12th Session of the IOTC Working Party on Ecosystems 

and Bycatch (ERSWG Agenda Item 3, 5.1.4)  

11. (Japan) Modeling of bycatch occurrence rate of seabirds for Japanese longline 

fishery operated in southern hemisphere (ICCAT/SCRS/2016/163) (ERSWG 

Agenda Item 5.1.3)  

12. (Japan) Examination of factors affecting seabird bycatch occurrence rate in 

southern hemisphere in Japanese longline fishery with using random forest 

(ICCAT/SCRS/2016/162) (ERSWG Agenda Item 5.1.3)  

13. (Japan) Information of seabirds bycatch in area south of 25S latitude in 2010 

from 2015 (Rev.1) (ICCAT/SCRS/2016/164) (ERSWG Agenda Item 5.1.3)  

14. (Secretariat) Report from Tuna RFMO Expert Working Group on Harmonisation 

of Longline Bycatch Data Collected by Tuna RFMO (ERSWG Agenda Item 3) 

15. (Secretariat) Update on the status of Sharks and Rays under CMS-Sharks 

(ERSWG Agenda Item 5.2.1) 

 

 (CCSBT-ERS/1703/Rep) 

1. Report of the Twenty Third Annual Meeting of the Commission (October 2016) 

2. Report of the Twenty Second Annual Meeting of the Commission (October 2015) 

3. Report of the Twentieth Meeting of the Scientific Committee (September 2015) 

4. Report of the Eleventh Meeting of the Ecologically Related Species Working 

Group (August 2015) 

5. Report of the Effectiveness of Seabird Mitigation Measures Technical Group 

(November 2014)  

6. Report of the Twenty First Annual Meeting of the Commission (October 2014) 

7. Report of the Twentieth Annual Meeting of the Commission (October 2013) 

8. Report of the Tenth Meeting of the Ecologically Related Species Working Group 

(August 2013) 

9. Report of the Ninth Meeting of the Ecologically Related Species Working Group 

(March 2012) 



   別紙 4 

表 1：CCSBT 漁業における ERS 推定総死亡量に関する報告様式 
 

国 ______________________________   年（暦年）_______________ 
 

 総努力量及び総観察努力量

1 
 

観察捕獲数 推定値 特定の混獲緩和措置別観察努力量の割合 

階層 
 (CCSBT 統計

海区又はそれ

よりも詳細な

もの) 
 

総努力量

2 総観察 
努力量

2 
オブザー

バーカバ

ー率

3 

種名

4 捕獲数

(個体数) 
捕獲率

5 
死亡数（個体数） 死亡率

3 推定総 

死亡数

6 
(個体数) 

TP  
+  

NS7 

TP  
+ WB7 

NS  
+  

WB7 

TP  
+  

WB 
+ 

 NS7 

その

他

8 
保持 

（死亡） 
投棄 

（死亡） 
リリース

（生存） 

 
                

                 

                 

                 

                 

                 

合計 
                

 

                                                
1 影付きのセルは、一つの階層内では全ての種に対して同様の値となる。 
2 はえ縄の場合は鈎針数、まき網の場合は投網数。 
3 はえ縄の場合は鈎針数のパーセンテージ、まき網の場合は投網数のパーセンテージ。 
4 FAO のアルファベット 3 文字による種コードを使用。 
5 はえ縄の場合は鈎針 1000 本当たりの捕獲数、巻き網の場合は投網一回当たりの捕獲数。 
6 総死亡数は、単純な比率又はモデリング等その他の手法のいずれかを用いて推定すること。単純な比率以外の手法を用いる場合は、総死亡数の推定に用いた手法について報告書の中で詳細に説明

するとともに、可能な場合は 95 % の信頼区間を示すこと。 
7 TP = トリポール, NS = 夜間投縄, WB = 加重枝縄。 
8 必要に応じ、その他の混獲緩和措置のカテゴリ欄（「緩和措置なし」を含む）を追加すること。 
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